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森林経営管理制度とは Ｈ31年４月～

森林所有者 市町村

所有者自らでは森林整備ができない場合

意向を確認
（意向調査）

経営管理が行われていない森林について
市町村が仲介役となり森林所有者と担い手を繋ぐ仕組みを構築

経営管理を委託

林業経営体

市町村が自ら管理

林業経営に
適した森林

※主伐後は、再造林を必ず実施。

林業経営に
適さない森林
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森林経営管理制度の事務の流れ
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① 意向調査

市町村へ委託希望

市町村

林業経営に適した森林

林業経営に適さない森林

④ 市町村森林経営管理事業
の実施

③経営体へ再委託

② 経営管理権
集積計画の作成
（経営管理権の設定）

経営管理実施権
配分計画の作成
（経営管理実施権の設定）

企画提案の公募
委託先の選定

① 市町村が森林所有者に意向調査を実施
② 所有者が自ら森林の経営管理を行えず、市町村が経営管理の委託を受けること
とした場合、経営管理権を設定
③ 林業経営に適した森林は、意欲と能力のある林業経営者に再委託
④ 林業経営に適さない森林は、市町村が管理
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広島県の森林経営管理制度の取組状況

～R6
（面積）

～Ｒ６～R５～R４Ｒ１～３

ha

２１，７９７１６１６１６１４意向調査

ha

1,010１５１５１２８集積計画の作成

ha

306３３２１配分計画の作成
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制度に取り組んだ市町の数・面積（R１～R６の累計）



県が行った市町への支援

○職員研修
・制度概要の説明、事務の要点
・実践者から取組紹介、意見交換

○地域調整会議の開催
・地元の林業経営体、県、国有林
等の関係者による合意形成

○個別支援
・専門用語及び情報量が多く取組を進めるのが困難なため、
個別の事案にきめ細やかに対応
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個別支援の事例① （庄原市）

○課題

・意向調査後の取組の円滑な推進
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個別支援の事例① （庄原市）

○意向調査後の取組の円滑な執行支援

・森林情報共有システムを活用し、過年度の意向調査
結果を整理・共有

システム画面イメージ：地番毎に管理
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個別支援の事例① （庄原市）

○意向調査後の取組の円滑な執行支援

・取組の要点とスケジュールを関係者で共有、進捗管理

・検討項目の明確化（計画期間、林業収支）
配分計画作成に向けたスケジュール

事務手続き 課題・留意事項等

６月

７月

８月

９月

10月
提案審査

選定結果通知・公表

集積計画の作成・公告

選考委員会設置

審査基準決定

企画提案書募集

配分計画に支障を来さない内容

【存続期間】はどれくらいにするか。

（システム操作は県が支援）

重視する点は何か。

見積書の根拠の要求レベル

【積算根拠】はどの程度の緻密さを必要とす

るか。現実性と労力のバランスを配慮。

（提案書作成については県が支援）
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個別支援の事例① （庄原市）

○意向調査後の取組の円滑な執行支援

・過年度の意向調査結果を整理・共有

・取組の要点とスケジュールを関係者で共有、進捗管理

・検討項目の明確化（計画期間、林業収支）

○成果
・市全域の統一した形式での
調査結果の整理・共有

・林業経営体へ大規模な森林
を集約
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個別支援の事例② （廿日市市）

市へ委託希望

自力施業

判断保留

○課題

・配分計画の作成に向けた条件整備
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個別支援の事例② （廿日市市）

○配分計画の作成に向けた支援

・所有者の制度への理解促進支援

・施業の合理化につながる森林の面的な集約化支援
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個別支援の事例② （廿日市市）
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○配分計画の作成に向けた支援

・事務手続きのサポート



○配分計画の作成に向けた支援

・所有者の制度への理解を促進、集約化面積の拡大

・集積計画の作成支援

個別支援の事例 （廿日市市）

○成果

・集積計画を追加で作成・公告

・配分計画作成の段階へ移行

集積計画 13



見えてきた課題

○課題

・意向調査の実施から集積計画・配分計画の
作成に至る一連の取組の円滑な執行

（単年度で完結しない場合が多い）

・特に担当者の異動があったときは取組が停滞
しがち
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今後の対応

○対応策

・取組内容を関係者で共有するとともに、
システムを活用したデータ・情報の整理・集積を
指導する。

・市町担当者、林業経営体、県で当年度の取組
の方向、スケジュールを共有するとともに進捗
管理を行う。

・特に配分計画の作成のノウハウを持つ市町は
まだ少ないため、先進事例から判明した要点を
教示し、作成支援を行う。
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